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京都境界問題解決支援センター手続概要説明書 

 

１、はじめに 

京都境界問題解決支援センター（以下「本センター」と略します。）は、土地境界に関

する民事の紛争に係る民間紛争解決手続を行う機関です。 

京都境界問題解決支援センターの相談や調停などの業務は、「京都境界問題解決支援セ

ンター規則」（以下「規則」と略します。）、「京都境界問題解決支援センター実施規程」

（以下「実施規程」と略します。）、「京都境界問題解決支援センター費用規程」（以下「費

用規程」と略します。）に基づいて行います。本書面は、規則の概要を説明したもので、

どなたでもご希望があれば、お渡しするようにしています。 

また、京都境界問題解決支援センターでは、本センターの利用をお考えの方には本書面

により、手続の内容をご説明しています。 

 

２、手続実施場所及び日時 

手続実施場所 

〒６０４－０９８４ 

京都市中京区竹屋町通富小路東入魚屋町４３９番地 京都土地家屋調査士会館内 

ＴＥＬ   （０７５）２２１－５２５８ 

ＦＡＸ   （０７５）２２１－５２５９ 

Ｅ－ｍａｉｌ info@adr-kyoto.com 

ホームページ http://www.adr-kyoto.com/ 

 

手続取扱日時 

月曜日～金曜日 １０：００～１６：００ 

（祝祭日及び京都土地家屋調査会が休日と定めた日を除く） 

 

３、本センターの趣旨（規則第２条） 

土地の境界が明らかでないことを原因とする民事に関する紛争を、京都土地家屋調査士

会と京都弁護士会が協働して、公正かつ適確に実施し、専門的な知見を活用することに

より、紛争当事者の自主的な紛争解決の機会の提供を行うことを趣旨としています。 

 

４、解決手続を行う土地の範囲（規則第４条） 

本センターでは、土地境界に関する民事の紛争についての相談及び調停の手続は、原則

として、京都府内の土地を対象としています。ただし、本センターの運営委員会の決議

の結果、取扱が可能と判断された場合は、京都府外の土地も対象とすることが出来ます。 

また、次の事例については受けることはできません。 

① 事案の対応がさしせまっている状態のとき。 

② 境界をめぐる紛争となっていない場合。 

③ その他、本センターで扱うことが不適切と思われるもの。 

mailto:info@adr-kyoto.com
http://www.adr-kyoto.com/
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５、事前説明（規則第２７条） 

本センターが行う解決手続を利用される方は、本センターの解決手続の概要等のご理解

を頂く為、事前に規則２８条で規定された解決手続の説明を受けていただくこととして

います。 

この事前説明では、紛争の内容に関する相談を受け法的助言等を行うことは出来ません。 

 

６、手続実施者の選任に関する事項（ＡＤＲ法第１４条第１項第１号） 

【ＡＤＲ法 ＝ 裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律】 

（１）解決手続実施者候補者の選任及び任命 

本センターでは、解決手続実施員候補者の選任及び任命については、規則第１５条

および第１６条で規定しています。 

① 土地家屋調査士相談員候補者及び調停員候補者は、京都土地家屋調査士会の会員

歴および実務経験が５年以上の者より本センターが指定する研修を修了し、運営

委員会が解決手続の実施に必要な知識及び能力を有する者として選任され京都土

地家屋調査士会会長から任命を受けた者が土地家屋調査士相談員及び調停員候補

者となります。 

② 弁護士相談員及び調停員候補者は、京都弁護士会の会員歴および実務経験が５年

以上の者で、京都弁護士会の会長より推薦され京都土地家屋調査士会会長から任

命を受けた者が弁護士相談員及び調停員候補者となります。 

③ 調査・測量・鑑定実施員候補者は、京都土地家屋調査士会の会員歴および実務経

験が５年以上の者より本センターが指定する研修を修了し、運営委員会が調査・

測量・鑑定の実施に必要な知識を有する者として選任され、京都土地家屋調査士

会会長から任命を受けた者が調査・測量・鑑定実施員候補者となります。 

 

（２）担当相談員の選任及び相談委員会の構成（規則第３１条） 

   相談手続は，土地家屋調査士相談員候補者から１名（以上）および弁護士相談員

候補者から１名（以上）を選任し、「相談委員会」を組織して実施します。 

 

（３）担当調停員の選任及び調停委員会の構成（規則第４４条） 

調停手続は，土地家屋調査士調停員候補者から２名（以上）および弁護士調停員候

補者から１名（以上）を選任し、「調停委員会」を組織して実施します。 

     

◆担当調停員の忌避について（規則第４５条） 

  担当調停員について、調停手続の公正を妨げるべき事情があるときは、当事者はそ

の担当調停員を忌避することができます。 

忌避の申立は、京都境界問題解決支援センターに書面により申出を行う必要があり

ます。 

  担当調停員は、調停手続の公正を妨げるおそれがある場合は、遅滞なく、当事者へ

開示することとなっています。当事者は、この開示を受けてから２週間以内に忌避
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の申出を行わないと、当該事由による忌避の申出は出来なくなります。 

   

７、紛争の当事者が支払う報酬または費用に関する事項（ＡＤＲ法第１４条第１項第２

号） 

 

（１）事前説明 

   事前説明にかかる費用は、無料です。 

 

（２）相談手続 

① 相談費用は、１期日ごとに１６,５００円(税込価格)です。（費用規程第２条第

１項） 

相談費用は、申込みと同時に本センターへ納付をして下さい。 

② 相談は、１回２時間以内です。（実施規程第２３条） 

③ 相談費用の返還について（費用規程第２条第２項） 

  相談期日の前日（手続取扱時間内）までに取下げの連絡を受けた時、または、

規則第３１条第５項の事由による期日の変更の場合は、納付された費用を全額返

還します。 

  相談期日の前日（手続取扱時間内）までに変更の連絡を受けた時は、納付され

た費用を全額返還または変更後の期日に充当することも出来ます。 

  相談期日の前日までに変更または取下げの連絡がない場合、また期日に欠席し

た場合は、納付された費用を返還出来ません。 

 

※納付にかかる銀行振込・現金書留の手数料（送料）等は当事者の負担となり

ます。 

 

（３）調停手続 

① 申立費用は、２２，０００円（税込価格）です。（費用規程第３条第１項） 

     申立費用の納付は、申立が受理された時、本センターに納付して下さい。 

※申立費用は、申立人の負担となります。 

② 調停申立費用の返還について（費用規程第３条第２項） 

申立を受理した後は、原則として申立費用は返還できません。ただし、相手

方の不応諾により、調停手続が終了した場合は、半額を返還いたします。 

③ 期日費用は、原則、当事者各々８,２５０円（税込価格）です。当事者双方の

合意により負担割合を決めることも出来ます。また、一方の当事者だけで調停

期日を実施する場合は、１６,５００円（税込価格）となります。（費用規程第

４条） 

④ 期日費用は、調停期日の一週間前までに本センターへ納付して下さい。納付が

確認出来ない場合は、中止となります。(実施規程第４６条) 

⑤ 当事者の一方が、調停期日の前日までに期日の変更の連絡をした場合及び主任
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調停員が開催不能と判断した場合、納付された期日費用は、変更後の期日費用

に充当することが出来ます。（費用規程第５条第１項、同条第３項） 

⑥ 当事者の一方が、調停期日の前日までに期日の変更の連絡をしなかったとき、

または期日に欠席した場合、納付された期日費用は、変更後の期日費用に充当

または返還することができません。（費用規程第５条第２項） 

⑦ 調停期日の回数は、原則６回までとし、一回あたりの調停時間は、４時間以内

とします。（実施規程第５３条） 

⑧ 和解が成立したときは、成立費用として２２０，０００円（税込価格）を当事

者が連帯して、和解成立と同時に成立費用およびその他の費用を納付して下さ

い。（費用規程第６条） 

 

※納付にかかる銀行振込・現金書留の手数料（送料）等は当事者の負担となり

ます。 

 

（４）調査・測量・鑑定手続 

① 調査・測量・鑑定手続を依頼された場合は、選任された担当調査実施員が見積

書を提出いたします。（実施規程第６４条第１項） 

② 見積金額の協議が整えば、実費費用の予納をお願いします。（費用規程第７条

第１項） 

③ 予納の確認後、調査・測量・鑑定手続の実施を行い、完了後、精算を行い残金

が生じた場合は、返金を行います。（費用規程第７条第２項） 

④ 見積等の基準額については、本センター調査・測量・鑑定費用基準表によりま

す。 

 

※納付にかかる銀行振込・現金書留の手数料（送料）等は当事者の負担となり

ます。 

 

（５）振込先 

 金融機関名 京都銀行京都市役所前支店 

口座名義人 京都土地家屋調査士会 

   京都境界問題解決支援センター 

   運営委員長 粟井紀光（アワイ ノリミツ） 

口座番号     普通預金 ３５９１９６７ 

 

（６）費用の減免 

① 運営委員長は、解決手続実施員の意見を聞いて、事案の内容、背景、当事者の

事情、手続きの経緯その他の事情により、費用の一部を減免する場合が有りま

す。（費用規程第９条） 
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（７）その他の費用 

② 解決手続実施に要する担当調停員の出張に伴う旅費、宿泊費、その他の費用は、

当事者の負担となります。（費用規程第１０条） 

      

８、解決手続の開始から終了に至るまでの標準的な手続の進行（ＡＤＲ法１４条第１項

第３号） 

 本センターの事前説明、相談、調停手続の標準的な進行は、別紙フロー図の通りです。 

 

① 本センターは、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第 2条第 5号

が定め 

る「特定和解」を取り扱います。（センター規則第 28条第 1項第 4号） 

   ② 特定和解は、本センターが行う調停において、当事者間に和解が成立し、か

つ、当該 

和解に基づいて民事執行をすることができる旨の合意がされた和解をいい

ます。（Ａ 

ＤＲ法第 2条第 5号） 

９、手続において陳述される意見，手続実施記録等に記載されている当事者又は第三者

の秘密の取扱の方法（ＡＤＲ法施行規則１３条第１項第１号） 

（１）手続の非公開および守秘義務 

① 本センターが行う解決手続は、非公開です。ただし、運営委員長が当事者及び

当該事件を担当する調停員全員の同意を得て、相当と認める場合には、第三者

の傍聴を許可することが出来ます。（規則第２４条第１項） 

② 本センターの運営及び解決手続に係わる者、調査士会の役員及び事務職員は、

紛争に関する内容、相談、調停の経過及びその結果その他職務上知り得た事実

を、正当な理由なくして他には漏らしません。その職を退いた後も同様です。

（規則第２４条第２項） 

③ 関係当事者の氏名及び紛争事件の具体的内容を特定しないで本センターの事

業に関する研究及び研修の資料に活用するときは、この限りではありません。

（規則第２４条第２項但書） 

 

（２）手続実施記録の保存等 

① 本センターは、実施された手続に関するすべての書類および資料（以下「手続

実施記録」という。）を、それぞれの手続が終了した日から２０年間保存しま

す。（規則第６１条第１項） 

② 手続実施記録は、秘密を保持するため施錠のできる保管庫等に保管し、又は電

磁的記録による当該記録へのアクセス制御等の措置を講じ適切に保管をしま

す。（実施規程第７２条） 

③ 保存期間を経過した手続実施記録を廃棄するときは、秘密の漏洩を防止するた

め、文書等を裁断し、又は記録されたデータを完全に消去します。（規則第６
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１条第２項） 

 

（３）提出された資料の取扱 

  本センターは、利用者または当事者から提出された資料は、その原本を利用者また

は当事者に返還し、その写しを作成して保管します。 

 

（４）記録の閲覧・写しの請求 

① 本センターが保存する調停手続実施記録は、当事者双方の同意がない限り、

第三者には公開しません。（規則第６３条第１項） 

② 当事者もしくはこれらの立場にあった者は、紛失した等の理由により、調停

手続実施記録のうち当事者が提出した資料及び調停合意書に限り、閲覧又は

写し（調停合意書については原本に相違ない旨を記載した写し）を求めるこ

とが出来ます。ただし、閲覧等の請求の内容に他方の当事者が提出した資料

が含まれている場合、当該資料を提出した当事者又はこれらの立場にあった

者の承諾を必要とします。（規則第６３条第２項） 

③ 調停手続実施記録の閲覧等を求めるときは、その理由を記載した書面を、本

センターに提出しなければなりません。また、別に定める手数料を納付しな

ければなりません。（規則第６３条第３項） 

④ 本センターは、閲覧等の求めが不当な目的に利用されるおそれがあると認め

るときは、その求めには応じられません。（規則第６３条第４項） 

⑤ 手続実施記録の閲覧手数料は１事件につき１,１００円（税込価格）です。 

写しは１枚当たり１１０円（税込価格）です。（費用規程第８条） 

 

１０．紛争の当事者が認証紛争解決手続を終了させるための要件及び方式（ＡＤＲ法施

行   規則第１３条第１項第２号） 

（１）申立の取下及び終了の申出 

① 申立人が申立を取下ようとするときは、書面を本センターへ提出しなければ

なりません。（規則第５３条第１項） 

② 相手方が調停手続の終了を申し出ようとするときは書面を本センターへ提出

しなければなりません。（規則第５３条第２項） 

③ 当事者は、期日において申立の取下もしくは終了の申出をする場合、担当調

停員に対して口頭で行うことが出来ます。（規則第５３条第３項） 

  

１１．手続実施者が紛争の当事者間に和解が成立する見込みがないと判断したときは，

速やかに当該認証紛争解決手続を終了し，その旨を紛争の当事者に通知すること（Ａ

ＤＲ法施行規則第１３条第１項第３号） 

（１）調停手続の終了（規則第５４条第１項） 

① 当事者間に和解の成立する見込みがないと調停委員会が判断したとき。 

② 事案が和解に適さないと調停委員会が判断したとき。 
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③ 当事者が不当な目的で調停手続の申立をし、又は依頼したと調停委員会が判

断したとき。 

④ 当事者から調停手続の実施に係る費用の払込みの見込みがないと調停委員会

が判断したとき。 

（２）調停手続終了の通知 

① 調停手続を終了するときは、担当調停員の合議により決定をします。（規則

第５４条第２項） 

② 調停手続を終了の報告を受けた運営委員長は、手続を終了した旨及びその事

由並びに終了の決定年月日を記載した書面により、当時者双方へ通知をしま

す。（規則第５４条第４項） 

 

１２、紛争の当事者間に和解が成立した場合に作成される書面の有無及び書面が作成さ

れる場合には作成者、通数その他当該書面の作成に係る概要（ＡＤＲ法施行規則第１

３条第１項第４号） 

（１）調停の成立 

① 本センターは、調停手続において当事者間に和解が成立したときは、調停合意

書を作成し、当事者双方に交付します。（規則第５２条第１項） 

② 調停合意書は、当事者交付用および本センター保存用を作成します。 

③ 当事者双方及びその代理人または補佐人、担当調停員は、調停合意書に署名・

捺印します。（規則第５２条第１項） 

④ 調停合意書には、次に掲げる事項を記載します。 

⚫ 当事者に関する事項 

⚫ 調停員に関する事項 

⚫ 成立年月日 

⚫ 和解並びに合意事項（裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律第 2

条第 5号に規定する特定和解に関する事項を含む） 

⚫ 費用条項 

⚫ 調停終了条項 

⚫ 本センターの利用に関して生じた成立費用およびその他の費用について、当

事者双方の負担額に関する事項 

⚫ 上記各号の他、調停委員会が必要と認めた事項 

⑤ 調停合意書は、原則として当事者に直接交付します。 

 

１３．業務に関する苦情の取扱 

① 本センターが行う解決手続に関して苦情がある者は、本センターに苦情の内容

を記載した書面を提出して申立をすることが出来ます。（規則第６５条第１項） 

② 利用者からの苦情の申立があったときは、その内容を協議し、苦情処理の結果

を口頭又は書面で通知します。（規則第６５条第３項） 
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